
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

産業連関分析を用いた近年の日中間のエネルギー効率

化に関する要因分析(技術進歩の経済分析(1),一般講演

,第22回年次学術大会)

Author(s) 堀尾, 容康

Citation 年次学術大会講演要旨集, 22: 254-257

Issue Date 2007-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/7258

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



05

04

00
03

02
01

96

63
60

6162 64 65 66 6867

88

69

78

76

84
85

81
83

82

89

79

77

87

86

80

9291

75 74

73

93

90

70 7271

94

95
99
97

98

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

0 5 10 15 20 25 30

輸出量（百万バレル／日）

油価（ドル／バレル）

価格安定期
（1～2ドル/バレル）

価格安定期
（13～19ドル/バレル）

第一の構造変化

［石油ショック］

第二の構造変化

［構造的な需給逼迫］

価格安定期
（13～19ドル/バレル）

0

1

2

3

4

5

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000

GDP per capita (unit: PPP)

E
n
e
rg
y 
pe

r 
c
ap

it
a 
(u

n
it
: 
T
O
E
) Japan

Korea

China

1980
1990

2004

１Ｇ０４ 
 

 

産業連関分析を用いた近年の日中間のエネルギー効率化に関する要因分析 
 

 

 

1 序  近年の特徴的なエネルギー市況の推移 

１９７０年代の二度の石油危機を契機とし、世界的な石油

代替や省エネ対策が進み、石油需要が抑制されるとともに、

非OPEC諸国による生産が拡大した。これにより国際石油市場

は供給過剰となり、８０年代後半から９０年代まで、湾岸戦

争による一時的な価格高騰を除いて、原油価格は１バレル１

３～１９ドル前後で安定的に推移した。 

現在、中国やインド等の新経済成長地域における石油需要

と生産の拡大とともに、価格が高騰を続けるなど過去５０年

間の中で特徴的な推移を示している。また、石油だけでなく、

ウラン、石炭、アルコール燃料用穀物類の市場も巻き込みな

がら世界的なエネルギー獲得競争も激化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 石油油価と総輸出量の推移（１９６０－２００５） 

2 アジア地域の経済成長とエネルギー消費 

2.1 経済成長とエネルギー消費 

アジア各国は、主要エネルギー供給供給源を中東地域に依

存し、一国の大気汚染が隣国に影響を与えるなどの諸課題を

共有している。一方、国別にみた経済成長に必要なエネルギ

ー消費量（エネルギー消費弾性値）に大きな格差が存在して

おり、高い経済成長を続ける中国等においては、エネルギー

消費の効率化が大きな課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 日本、韓国、中国３カ国の経済成長とエネルギー消費

の推移（１９８０－２００４） 

2.2 今後のモータリーゼーションによる石油需要の拡大 

 アジア各国の石油需要は、現在の産業分野から、今後の個

人消費の拡大に伴う自動車の普及、いわゆるモータリーゼー

ションによってさらに急速に拡大すると考えられる。これは、

日本、台湾、韓国といった各国各都市の自動車保有台数が千

人あたり１００～１０００なのに対し、中国、インド、フィ

リピン、インドネシアでは１～１００程度であり、特に高い

経済成長を示し、個人消費が拡大しつつある中国各地域にお

いて日本、台湾、韓国の地域と同程度まで自動車保有が飛躍

的に高まる余地があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 アジア各都市の人口千人あたり自動車保有台数 

韓国 日本

中国

人口一人あたり GDP（単位：購買力平価 米ドル）

人口一人あたりエネルギー消費量（原油換算トン） 
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3 経済成長とエネルギー消費効率化に関する分析 

3.1 エネルギー消費効率化に関する国際比較 

エネルギー消費の効率化は、企業による国際的技術移転等

により世界的な共進構造が見られる。米国、中国、日本の実

質 GNP あたりのエネルギー消費量を比較すると、１９７０年

代後半から現在までにエネルギー原単位比較で４０％～６

０％程度削減されているが、１９９０～２０００年間の削減

は各国とも０～１０％と低い削減率に留まっている。 

 一方、経済成長に対するエネルギー消費原単位について日

本を１とすると、米国３、中国１１となるなどその格差は１

９７０年代後半と現在との間で大きな変化が見られない。従

って、各国のエネルギー消費効率の差をどのように解消して

いくかという政策課題に対応する場合、イノベーション（技

術革新）や投資、消費のどの分野に、どのように働きかける

かという戦略的視点が必要となる。 

単位：十億米国ドル（１９９０年価値）, 百万原油換算トン 

表 3.1 米国、中国、日本３カ国間のエネルギー消費原単位

の推移（１９７７－２０００） 

 

3.2 エネルギー効率に対する技術革新効果の定量化 

 本分析は、７０年代に発生した石油危機以降の日本と中国

のエネルギー消費効率化に関する行程を、それぞれの経済構

造の変化として把握する。即ち、経済構造の変化、特に技術

革新による経済構造変化がエネルギー消費効率化に与えた効

果を定量的に把握する。 

3.3 エネルギー消費に伴う CO2排出に関する経済構造分析 

日本と中国２国のエネルギー消費構造の変化を、消費、投

資、在庫、輸出、技術革新の要素から捉え、比較するため、

産業連関表を用いた計量経済分析手法の１つであるDPG分析

（Deviation from Proportional Growth Analysis：比例成長

からの乖離分析）を応用する。なお、ここでは、国により原

子力や石炭などエネルギー供給構成が大きく異なるため、エ

ネルギー消費に伴って発生する地球温暖化ガスである炭酸ガ

スを統一指標として採用する。 

また、技術革新効果については、生産における中間投入量

の変化（減少）と定義する。例えば、（１）製鉄業における副

生ガス利用や廃熱ボイラ等による石炭消費量の減少、余剰電

力の他産業への販売、（２）テレビ生産におけるブラウン管か

ら液晶ディスプレーへの転換、あるいは（３）サービス産業

における情報化によるエネルギー消費の減少（もしくは増大）

といったものが挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 エネルギー消費に伴う CO2 排出に関する DPG 分析 

 1977 1982 1990 2000

実質 GNP 

エネルギー消費 

3,534 

1,724 

3,771 

1,566 

4,509 

1,688 

4,924

1,745

米国 

  

エネルギー原単位 0.49 0.42 0.37 0.35 

実質 GNP 

エネルギー消費 

139 

364 

203 

416 

341 

574 

491 

699 

中国 

 

エネルギー原単位 2.62 2.05 1.68 1.42 

実質 GNP 

エネルギー消費 

1,636 

307 

2,006 

295 

2,423 

309 

2,988

384 

日本 

 

エネルギー原単位 0.19 0.15 0.13 0.13 
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4 日中両国におけるエネルギー消費に伴う炭酸ガス排出に関

する技術革新効果の定量化（3 に基づく分析結果） 

4.1 日 本 

日本では、２０００年～０５年の国民経済計算年報（内閣

府）、及び総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）を使用し、

DPG分析を行った。DPG分析では、経済構造の変化が、過去（２

０００年）の一時点の傾向を固定し比例成長させた場合の構

造と、現在（０５年）の実際の構造との差で表現される。 

この結果、日本では、２０００年の経済構造で推移した場

合よりも０５年までに実現した構造改革により、炭酸ガス排

出量換算で毎年２．１億トンの効率化を達成していると推定

される。その中でも最も高い寄与を持つのが技術革新効果（中

間需要の変化）であり、１．８億トンである。他の需要項目

では、純輸出（０．５億トン）と在庫変動（０．１億トン）

が減少に寄与し、一方で、投資は０．３億トンの増大に寄与

している。 

エネルギー源別にみると、石炭消費の減少が最も多く、年

間１．５億トン相当の減少のうち、技術革新効果がそのうち

１．２億トンを占めると推定される。これは、石炭の主要な

消費産業である製鉄業において、国際市場における品質や価

格競争とともに、引き続き省エネルギー努力を行っているこ

とがその大きな要因として考えられる。 

4.2 中 国 

中国では、１９９７年～２００２年の中国統計適用（国家

統計局）及び、中国エネルギー統計（国家統計局工業交通統

計司）を利用して分析を行った。 

この結果、中国では、１９９７年当時の経済構造で推移し

た場合よりも０２年までに実現した構造改革により、炭酸ガ

ス排出量換算で毎年２．５億トンの効率化を達成していると

推定される。一方、その内容は日本と大きく異なり、純輸出

及び在庫で５．７億トン相当の増加を、消費と投資を併せた

８億トン相当の減少分で相殺している。技術革新効果は、０．

２億トンの減少に寄与している。 

即ち、日本の技術革新による炭酸ガス排出削減とは対照的

に、中国では、輸出（外需）で牽引されるエネルギー需要を、

内需（国内消費、投資）の減少で相殺することにより炭酸ガ

スを減少させている。これは、中国政府による強力な景気抑

制策、石炭から石油へのエネルギー転換（中国は、９９年に

石油については輸入が国内生産量を上回る純輸入国となっ

た）が背景にあるものと考えられる。 

エネルギー源別に見ると、日本と同様、石炭消費の抑制が

炭酸ガス排出削減要因の大部分を占めている。この削減のう

ち、技術革新の寄与は２３％程度であり、国内消費と投資分

野の減少が輸出と在庫の増の大部分を相殺している。 

百万トン CO2

表４ 日本（2000-05 年）と中国（1997-02 年）の二酸化炭素排出量 DPG 分析 

日本 

中国 

乖離に対する各需要項目の寄与（構造変化の内容） 
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5 結 論 

5.1 エネルギー消費の抑制と経済成長 

 本稿では、近年の日本と中国両国のエネルギー消費効率化

を、消費、投資、在庫、輸出、技術革新の各要素から捉え、

比較するため、産業連関に基づく計量経済分析手法の１つで

ある DPG 分析を行い、それぞれの効果の定量化を行った。 

 その結果、日本では技術革新によりエネルギー消費起源の

炭酸ガスの排出を抑制しているのとは対照的に、中国では外

需（輸出）のために増加する炭酸ガスを、国内消費と投資と

いった内需によって抑制していることを把握した。 

5.2 政策的含意 

 中国のエネルギー転換や技術革新によるエネルギー消費効

率化は炭酸ガス換算で毎年０．２億トンと、日本の毎年１．

８億トンと比べて小さい。今後、中国が外需・内需のバラン

スのとれた経済成長を実現し、エネルギー安全保障や地球環

境保護というアジア地域全体の共通課題を克服するためには、

技術革新という大きな政策分野を日本と中国が連携して開拓

することが必要である。 

 また、中国では、外需に加え、豊かな個人消費、企業投資

といった内需中心の成長が本格化しつつある。このため、例

えば日本、台湾、韓国の水準を超え、米国レベルまでに自動

車保有台数が増加し、エネルギー消費と炭酸ガス排出が急速

に増加すると見込まれている。ゆえに、本分析ではエネルギ

ー消費抑制方向に寄与していた内需が、今後、増加に転じる

ことから、省エネルギー対策など需要・消費面での対策が必

要である。 

特に、中国は、個々の技術導入による効率化努力にもかか

わらず、中間投入における石油消費量がむしろ増加している。

これは都市の交通渋滞や地域の精製・流通施設の非効率性と

いった社会システム上の課題が大きいことを示している。ゆ

えに、今後の連携は、物流システム、法規制や工業標準の整

合化等のより深いレベルでの連携が求められると考えられる。 

5.3 まとめ 

 本稿では、日中二国間の経済関係がエネルギー消費誘発に

及ぼす影響に関する既往分析に基づき、両国の技術革新がエ

ネルギー消費効率化に与えた効果を定量化した。これは、国

際間の産業と政策連携によるエネルギー効率化の可能性を探

るための分析であり、より具体的な政策対象を抽出するため、

両国間で産業連携が強まりつつある基礎化学品、製鉄、電気

機械・半導体、物流サービス等におけるシステム統合の現状

とその効果について分析を深める必要がある。 
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